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通番 ヒアリング事項 府省名 ページ 

40 
消費者安全法の勧告・命令権限の都道府県への

移譲（1件） 
消費者庁 １～３ 

55 

産業集積の形成又は産業集積の活性化に関する

基本的な計画に係る国の同意協議の見直し（7

件） 

経済産業省 ４～６ 

56 
緑地面積率等に係る地域準則についての条例制

定権限の町村への移譲（3件） 
経済産業省 ７～８ 

57 工場立地法の緑地面積に係る規制緩和（1件） 経済産業省 ９～１１ 

12 介護保険事業に係る規制緩和（3件） 厚生労働省 １２～２１

49 
臨床研修病院の指定、研修医受入定員調整権限

の都道府県への移譲（1件） 
厚生労働省 ２２～２８

15 社会医療法人の認定要件緩和（2件） 厚生労働省 ２９～４３

51 
水道事業等の認可等の権限の国から都道府県へ

の移譲（6件） 
厚生労働省 ４４～６０

21 
複数の都道府県にまたがる産業廃棄物収集運搬

業の許可に係る規制緩和（1件） 
環境省 ― 

 

CO703341
テキストボックス
資料４



地
方

分
権

改
革

有
識

者
会
議

提
案
募
集
検
討
専
門
部
会
御
説
明
資
料

平
成
２
６
年
９
月
３
日

消
費
者
庁

通番４０：消費者安全法の勧告・命令権限の都道府県への移譲（消費者庁）
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○
消

費
者

庁
に
よ
る
一

元
的

な
情

報
の

集
約

・
分

析

○
集

約
・
分

析
し
た
情

報
に
基

づ
く
適

切
な
法

執
行

の
確

保

財
産

被
害

事
案

の
「
消

費
者

事
故

等
」
（
２
条

５
項

３
号

）

○
虚

偽
の

又
は

誇
大

な
広

告
そ
の

他
の

消
費

者
の

利
益

を
不

当
に
害

し
、

又
は

消
費

者
の

自
主

的
か

つ
合

理
的

な
選

択
を
阻

害
す
る
お
そ
れ

が
あ

る
行

為
で
あ
っ
て
政

令
で
定

め
る
も
の

が
事

業
者

に
よ
り
行

わ
れ

た
事

態

【
消

費
者

事
故

等
に
該

当
す
る
場

合
（
消

費
者

安
全

法
施

行
令

）
】

①
虚

偽
・
誇

大
な
広

告
・
表

示
②

申
込

み
の

撤
回

・
解

除
・
解

約
を
妨

げ
る
行

為
（
不

実
告

知
・
事

実
不

告
知

、
断

定
的
判
断
の
提
供

等
）

③
消

費
者

を
欺

き
、
威

迫
し
、
困

惑
さ
せ

る
行

為
④

不
当

な
契

約
締

結
又

は
そ
の

勧
誘

（
個

別
法

に
よ
っ
て
取

消
事

由
と
さ
れ

て
い
る

不
当

な
勧

誘
行

為
、
無

効
と
な
る
よ
う
な
不

当
な
契

約
条

項
を
含

む
契

約
等

）
⑤

債
務
不
履
行

⑥
違
法
景
品
類
の
提
供

等

消
費

者
安

全
法

に
基

づ
く
財

産
分

野
に
係

る
措

置
等

の
概

要

消
費
者
被
害
の
発
生
又
は
拡
大
の
防
止
の
た
め
の
措
置

１
．
消
費
者
へ
の
注
意
喚
起
（
3
8
条
１
項
）

消
費
者
事
故
等
の
発
生
に
関
す
る
情
報
を
得
た
場
合
に
お
い
て
、
消
費
者
被
害

の
発

生
・
拡
大
の
防
止
を
図
る
た
め
消
費
者
の
注
意

を
喚
起
す
る
必
要
が
あ
る
と

認
め

る
と
き
は
、
消
費
者
事
故
等
の
態
様
、
当
該
消

費
者
事
故
等
に
よ
る
被
害
の

状
況

そ
の
他
の
消
費
者
被
害
の
発
生
又
は
拡
大
の
防

止
に
資
す
る
情
報
を
公
表
。

２
．
他
の
大
臣
に
対
す
る
措
置
要
求
（
3
9
条
１
項
）

消
費
者
事
故
等
の
発
生
に
関
す
る
情
報
を
得
た
場
合
に
お
い
て
、
消
費
者
被
害

の
発
生
又
は
拡
大
の
防
止
を
図
る
た
め
に
実
施
し
得
る
他
の
法
律
の
規
定
に
基
づ

く
措
置
が
あ
る
場
合
、
当
該
法
律
に
基
づ
く
措
置
を
実
施
す
る
よ
う
関
係
大
臣
に

要
求
。

１
．
事

業
者

に
対

す
る
措

置

（
例
）
実
態
の
な
い
権
利
の
取
引
（
架
空
の
温
泉
利
用
権
、
鉱
山
採
掘
権
等
）

○
措

置
の
内
容
：
事
業
者
に
対
し
て
、
内
閣
総
理
大
臣
が
措
置

２
．
関

係
機

関
等

へ
の

情
報

提
供

消
費
者
の
財
産
被
害
に
係
る
隙
間
事
案
へ
の
行
政
措
置
の
導
入

※
平

成
25
年

４
月

１
日

施
行

（
「
隙
間
事
案

」
の
場
合

（
被

害
の
発

生
・
拡
大

防
止
を

図
る
た
め

に
実
施

し
得
る
他

の
法
律

に
基
づ
く

措

置
が

な
い

場
合

）
）

○
措
置
の
要
件
：
「
多
数
消
費
者
財
産
被
害
事
態
」
（
消
費
者
に
重
大
な
財
産
被
害
を
生
じ

さ
せ
る
事
態
）

・
取
引
の
分
野
の
「
消
費
者
事
故
等
」
の
う
ち
、

・
消
費
者
の
財
産
上
の
利
益
を
侵
害
す
る
こ
と
と
な
る
不
当
な
取
引
で
あ
っ
て
事
業
者

が
示
す
内
容
・
取
引
条
件
と
実
際
の
も
の
が
著
し
く
異
な
る
取
引
な
ど
が
行
わ
れ
る

こ
と
に
よ
り
、

・
多
数
の
消
費
者
の
財
産
に
被
害
を
生
じ
さ
せ
又
は
生
じ
さ
せ
る
お
そ
れ
の
あ
る
事
態

・
被
害
を
生
じ
さ
せ
て
い
る
取
引
の
取
り
や
め
そ
の
他
必
要
な
措
置
を
勧
告

・
勧
告
に
正
当
な
理
由
な
く
従
わ
な
い
場
合
、
勧
告
に
従
う
旨
を
命
令

（
命
令
違
反
に

対
し
て
は
罰
則
）

被
害
の
発
生
・
拡

大
の
防
止
に
資
す
る
情
報
を
、
内
閣
総
理
大
臣
が
関
係
機
関
等
へ
提
供

（
例
）
犯
罪
利
用
預
金
口
座
等
を
発
見
し
た
場
合
、
い
わ
ゆ
る
振
り
込
め
詐
欺
救
済
法
に
基
づ
く
口
座

の
凍
結
の
た
め
、
金
融
機
関
に
対
し
情
報
提
供

消
費

者
の

消
費

生
活

に
お
け
る
被

害
を
防

止
し
、
そ
の

安
全

を
確

保

左 記 に 追 加 し て 施 行

平 成 2
5

年 ４ 月 １ 日 か ら

【
「
隙

間
事
案
」
へ
の
勧
告
・
命
令
の
イ
メ
ー
ジ
】

（
安
全
）
消
費
生
活
用
製
品
安
全
法

等

措
置
要
求

隙 間 （ 財 産 ）

各 省 庁 所 管 法

（ 財 産 ）

隙 間 （ 生 命 ・ 身 体 ）

各 省 庁 所 管 法

（ 生 命 ・ 身 体 ）

消
費

者
庁

（
取
引
）
特
定
商
取
引
法
、
特
定
電
子
メ
ー
ル
法
、

預
託
法
、
貸
金
業
法
、
割
賦
販
売
法
、

宅
建
業
法
、
旅
行
業
法

等

（
表
示
）
景
品
表
示
法
、
J
A
S
法
、
食
品
衛
生
法

等

事
業
者
へ
の

勧
告
・
命
令
等
（
※
１
）

措
置
要
求

事
業

者
へ
の

勧
告

・
命
令
等
（
※
２
）

今
回

の
改
正
で

新
た
に
導
入

消
費
者
庁

（
消
費
者
安
全
法
）

消
費
者
庁

（
消

費
者

安
全

法
）

（
※
１
）
「
重
大
事
故
等
」
が
発
生
し
た
場
合

（
※
２
）
「
多
数
消
費
者
財
産
被
害
事
態
」
が
発
生
し
た
場
合

2



非
隙
間
事
案

関
係

機
関

へ
の

措
置

要
求

（
第

39
条
第

1項
）

・
消

費
者
被
害
の
発
生
又

は
拡

大
の

防
止

を
図

る
た

め
必
要
が
あ
り
、
そ
の
た

め
に
実
施
し
得
る
他
の
法

律
に
基
づ
く
措
置
が
あ
る

と
き
は

、
当

該
措

置
の

所
管
官
庁
に
措
置
の
実
施

を
求
め
る

隙
間
事
案

隙
間

、
非

隙
間

に
関
係
な
く

消
費
者
庁
に
お
け
る
財
産
被
害
事
案
の
事
務
フ
ロ
ー

端
緒

（
第
1
2
条
第
2
項
等
）

・
提
供
さ
れ
た
情
報
の
分
析

・
調
査
対
象
事
案
の
選
定
（
消
費
者
の
財
産
被
害
の
発
生
な
ど
の
観
点
か
ら
）

調
査

・
関

連
事

実
の

調
査

、
消

費
者

か
ら
の

被
害

聴
取

・
消

費
者

事
故

等
（
第

２
条

第
５
項

第
３
号

）
の

認
定

等

更
に

・
多

数
消

費
者

財
産

被
害

事
態

（
第

２
条

第
８
項

）
の

認
定

・
隙
間
事
案
か
否
か

な
ど

注
意

喚
起

（
第
3
8
条
第
1
項
）

・
消
費
者

被
害
の
発
生
又
は

拡
大
の
防
止
を
図
る
た
め

必
要

が
あ
る
と
き
は

、
被

害
の
発

生
又
は
拡
大
の
防

止
に
資
す
る
情
報
を
提
供

・
公
表

罰
則

（
第

5
1
条

、
第

5
5
条

）

勧
告

（
第
4
0
条
第
4
項
）

・
多

数
消

費
者

財
産

被
害

事
態

に
よ
る
被

害
の

発
生

又
は
拡
大
の
防
止
を
図
る
た
め
必
要
が
あ
る
と
き

は
、
事
業
者
に
不
当
な
取
引
の
取
り
や
め
等
を
勧
告

消
費

者
委

員
会

の
意

見
聴

取
（
第
4
0
条
第
7
項
）

・
内
閣
総
理
大
臣
は
、
命
令
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か

じ
め
消
費
者
委
員
会
の
意
見
を
聴
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

消
費
者
向
け

事
業
者
向
け

命
令
に
違
反
し
た
場
合

都
道

府
県

知
事

に
よ
る

要
請

（
第

4
4
条

第
１
項

）
・
区
域
内
の
消
費
者
被
害

の
発
生
又
は
拡
大
の
防

止
を
図
る
た
め
必
要
が

あ
る
と
き
は

、
内

閣
総

理
大
臣
に
対
し
、
措
置
の

内
容
及
び
理
由
を
記
載

し
た
書
面
を
添
え
て
、
必

要
な
措
置
の
実
施
を
要

請
で
き
る

命
令

（
第
4
0
条
第
5
項
）

・
被
害
の
発
生
又
は
拡
大
の
防
止
を
図
る
た
め
特
に

必
要
が
あ
る
と
き
は
、
事
業
者
に
勧
告
に
係
る
措

置
を
と
る
べ
き
こ
と
を
命
令

事
業
者
が
正
当
な
理
由
な
く
勧
告
に
係
る
措
置
を
と
ら
な
か
っ
た
場
合

3



関連条文（抜粋） 

【提案事項】 

・企業立地促進法に基づく産業集積の形成又は活性化に関する基本的な計画に

係る国の同意協議の見直し 

・企業立地促進法に基づく産業集積の形成又は活性化に関する基本的な計画の

策定主体及び大臣協議の見直し 

根拠法令：企業立地促進法（抜粋） 

（基本計画）  

第五条 自然的経済的社会的条件からみて一体である地域を区域とする一又は

二以上の市町村（特別区を含む。以下単に「市町村」という。）及び当該市町

村の区域をその区域に含む都道府県（以下単に「都道府県」という。）は、共

同して、基本方針に基づき、第七条の規定により組織する地域産業活性化協

議会における協議を経て、産業集積の形成又は産業集積の活性化に関する基

本的な計画（以下「基本計画」という。）を作成し、主務省令で定めるところ

により主務大臣に協議し、その同意を求めることができる。  

２ 基本計画においては、次に掲げる事項について定めるものとする。  

一 産業集積の形成又は産業集積の活性化に関する目標  

二 集積区域として設定する区域  

三 集積区域の区域内において特に重点的に企業立地を図るべき区域を定め

る場合にあっては、その区域  

四 第十条の規定による工場立地法 （昭和三十四年法律第二十四号）の特例

措置を実施しようとする場合にあっては、その旨及び当該特例措置の実施

により期待される産業集積の形成又は産業集積の活性化の効果  

五 集積業種として指定する業種  

六 集積区域における前号の業種（以下「指定集積業種」という。）に属する

事業者の企業立地及び事業高度化の目標  

七 工場又は事業場、工場用地又は業務用地、研究開発のための施設又は研

修施設その他の事業のための施設の整備（既存の施設の活用を含む。）、高

度な知識又は技術を有する人材の育成その他の円滑な企業立地及び事業高

度化のための事業環境の整備の事業を実施する者及び当該事業の内容  

八 環境の保全その他産業集積の形成又は産業集積の活性化に際し配慮すべ

き事項  

九 第三号に規定する区域における第七号の施設（工場若しくは事業場若し

通番５５：産業集積の形成又は産業集積の活性化に関する基本的な
計画に係る国の同意協議の見直し（経済産業省）
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くはこれらの用に供するための工場用地若しくは業務用地又は研究開発の

ための施設若しくは研修施設に限る。）の整備が、農用地等（農業振興地域

の整備に関する法律（昭和四十四年法律第五十八号）第三条に規定する農

用地等をいう。以下この号において同じ。）として利用されている土地にお

いて行われる場合にあっては、当該土地を農用地等以外の用途に供するた

めに行う土地の利用の調整に関する事項  

十 計画期間  

３ 基本計画は、国土形成計画その他法律の規定による地域振興に関する計画

及び道路、河川、鉄道、港湾、空港等の施設に関する国又は都道府県の計画

並びに都市計画及び都市計画法 （昭和四十三年法律第百号）第十八条の二 の

市町村の都市計画に関する基本的な方針との調和が保たれたものでなければ

ならない。  

４ 基本計画は、産業集積の形成又は産業集積の活性化が効果的かつ効率的に

図られるよう、市町村及び都道府県の役割分担を明確化しつつ定めるものと

する。  

５ 主務大臣は、基本計画が次の各号のいずれにも該当するものであると認め

るときは、その同意をするものとする。  

一 基本方針に適合するものであること。  

二 当該基本計画の実施が集積区域における産業集積の形成又は産業集積の

活性化の実現に相当程度寄与するものであると認められること。  

三 円滑かつ確実に実施されると見込まれるものであること。  

四 第十条の規定による工場立地法 の特例措置が定められた場合にあって

は、当該特例措置の実施により相当程度の産業集積の形成又は産業集積の

活性化の効果が見込まれるものであること。  

６ 主務大臣は、基本計画につき前項の規定による同意をしようとするときは、

関係行政機関の長に協議しなければならない。  

７ 市町村及び都道府県は、基本計画が第五項の規定による同意を得たときは、

遅滞なく、これを公表しなければならない。 

（基本計画の変更）  

第六条 市町村及び都道府県は、前条第五項の規定による同意を得た基本計画

を変更しようとするときは、共同して、次条の規定により組織する地域産業

活性化協議会における協議を経て、主務省令で定めるところにより主務大臣

に協議し、その同意を得なければならない。ただし、主務省令で定める軽微

な変更については、この限りでない。  

２ 市町村及び都道府県は、前項ただし書の主務省令で定める軽微な変更をし
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たときは、主務省令で定めるところにより、遅滞なく、その旨を主務大臣に

届け出なければならない。  

３ 前条第五項から第七項までの規定は、第一項の同意について準用する。 

参考：企業立地促進法施行規則（抜粋） 

（基本計画の協議） 

第一条 企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関

する法律（平成十九年法律第四十号。以下「法」という。）第五条第一項の規

定により基本計画の同意を得ようとする市町村及び都道府県は、様式第一に

よる協議書を、当該都道府県の区域（その区域が二以上の経済産業局（沖縄

総合事務局を含む。）の管轄区域にわたるときは、そのいずれか一の都道府県

の区域。以下同じ。）を管轄する経済産業局長又は沖縄総合事務局長（以下「経

済産業局長等」という。）を経由して、主務大臣に提出しなければならない。

（基本計画の変更の協議） 

第二条 法第六条第一項の規定により基本計画の変更に係る同意を得ようとす

る市町村及び都道府県は、様式第二による変更協議書を、当該都道府県の区

域を管轄する経済産業局長等を経由して、主務大臣に提出しなければならな

い。 

（軽微な変更）  

第三条 法第六条第一項 ただし書の主務省令で定める軽微な変更は、次に掲げ

る変更とする。  

一 地域の名称の変更又は地番の変更に伴う変更  

二 法第五条第二項第七号 に規定する事業環境の整備の事業に係る施行期間

の六月以内の変更  

三 前二号に掲げるもののほか、基本計画の円滑な実施に支障を及ぼすおそれ

がないと主務大臣が認める変更  

２ 法第六条第二項 の規定により基本計画の軽微な変更に係る届出をしよう

とする市町村及び都道府県は、様式第三による届出書を、当該都道府県の区

域を管轄する経済産業局長等を経由して、主務大臣に提出しなければならな

い。 
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関連条文（抜粋） 

 

【提案事項】 

・工場立地法第４条の２の緑地面積率等に係る地域準則の条例制定権限の町村

への移譲 

 

根拠法令：工場立地法（抜粋） 

第四条の二 都道府県は、当該都道府県内の町村の区域のうちに、その自然的、

社会的条件から判断して、緑地及び環境施設のそれぞれの面積の敷地面積に

対する割合に関する事項（以下この条において「緑地面積率等」という。）に

係る前条第一項の規定により公表された準則によることとするよりも、他の

準則によることとすることが適切であると認められる区域があるときは、そ

の区域における緑地面積率等について、条例で、第三項の基準の範囲内にお

いて、同条第一項の規定により公表された準則に代えて適用すべき準則（第

九条第二項第一号において「都道府県準則」という。）を定めることができる。

２ 市は、当該市の区域のうちに、その自然的、社会的条件から判断して、緑

地面積率等に係る前条第一項の規定により公表された準則によることとする

よりも、他の準則によることとすることが適切であると認められる区域があ

るときは、その区域における緑地面積率等について、条例で、次項の基準の

範囲内において、同条第一項の規定により公表された準則に代えて適用すべ

き準則（第九条第二項第一号において「市準則」という。）を定めることがで

きる。 

３ 経済産業大臣及び製造業等を所管する大臣は、関係行政機関の長に協議し、

かつ、産業構造審議会の意見を聴いて、緑地面積率等について、緑地及び環

境施設の整備の必要の程度に応じて区域の区分ごとの基準を公表するものと

する。 

４ 第一項及び第二項の条例においては、併せて当該区域の範囲を明らかにし

なければならない。 

 

参考：工場立地法（抜粋）（関連条文） 

（工場立地に関する準則等の公表） 

第四条 経済産業大臣及び製造業等を所管する大臣は、関係行政機関の長に協

議し、かつ、産業構造審議会の意見を聴いて、次の事項につき、製造業等に

係る工場又は事業場の立地に関する準則を公表するものとする。 

一 製造業等の業種の区分に応じ、生産施設（物品の製造施設、加工修理施設

通番５６：緑地面積率等に係る地域準則についての条例制定権限の 
町村への移譲（経済産業省）
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その他の主務省令で定める施設をいう。以下同じ。）、緑地（植栽その他の

主務省令で定める施設をいう。以下同じ。）及び環境施設（緑地及びこれに

類する施設で工場又は事業場の周辺の地域の生活環境の保持に寄与するも

のとして主務省令で定めるものをいう。以下同じ。）のそれぞれの面積の敷

地面積に対する割合に関する事項 

二 環境施設及び設置の場所により工場又は事業場の周辺の地域の生活環境

の悪化をもたらすおそれがある施設で主務省令で定めるものの配置に関す

る事項 

三 前二号に掲げる事項の特例に関する次に掲げる事項 

イ 工業団地（製造業等に係る二以上の工場又は事業場の用に供するための

敷地及びこれに隣接し、緑地、道路その他の施設の用に供するための敷地

として計画的に取得され、又は造成される一団の土地をいう。以下同じ。）

に工場又は事業場を設置する場合に、工業団地について一体として配慮す

ることが適切であると認められるもの 

ロ 工業集合地（製造業等に係る二以上の工場又は事業場が集中して立地す

る一団の土地（工業団地を含むものを含む。）をいう。以下同じ。）に隣接

する一団の土地に緑地又は環境施設が計画的に整備されることにより周

辺の地域の生活環境の改善に寄与すると認められる工業集合地に工場又

は事業場を設置する場合に、工業集合地及び緑地又は環境施設について一

体として配慮することが適切であると認められるもの 
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関連条文（抜粋） 

 

【提案事項】 

・工場立地法に基づく緑地面積に係る変更届出に関する規制緩和 

 

根拠法令：工場立地法第８条第１項 

（変更の届出） 

第八条 第六条第一項又は前条第一項の規定による届出をした者は、当該特定

工場に係る第六条第一項第二号又は第四号から第六号までの事項に係る変更

（前条第一項の主務省令で定める軽微なものを除く。）をしようとするとき

は、主務省令で定めるところにより、その旨（次の各号に掲げる場合にあつ

ては、当該各号に定める事項）をその届出をした都道府県知事又は市長に届

け出なければならない。 

一 当該変更が、指定地区の指定のあつた際現に当該指定地区において設置

されており又は新設のための工事がされている特定工場についての第六条

第一項第二号又は第四号から第六号までの事項に係る変更で当該指定の日

以後最初に行われるものであり、かつ、その変更に係る事項が同項第六号

の事項以外の事項である場合 その旨及び同号の事項 

二 当該変更が、工業集合地に設置されている特定工場についての第六条第

一項第二号、第四号又は第五号の事項に係る変更で、隣接緑地等につき第

四条第一項第三号ロに掲げる事項に係る同項第一号及び第二号に掲げる事

項の特例の適用を受けようとする場合 その旨、隣接緑地等の面積、当該隣

接緑地等における環境施設の配置並びに負担総額及び当該変更をする者が

負担する費用 

２ 第六条第二項の規定は、前項の規定による届出について準用する。 

 

参考：工場立地法（抜粋）（関連条文） 

第六条 製造業等に係る工場又は事業場（政令で定める業種に属するものを除

く。）であつて、一の団地内における敷地面積又は建築物の建築面積の合計が

政令で定める規模以上であるもの（以下「特定工場」という。）の新設（敷地

面積若しくは建築物の建築面積を増加し、又は既存の施設の用途を変更する

ことにより特定工場となる場合を含む。以下同じ。）をしようとする者は、主

務省令で定めるところにより、次の事項を、当該特定工場の設置の場所が町

村の区域に属する場合にあつては当該特定工場の設置の場所を管轄する都道

府県知事（以下単に「都道府県知事」という。）に、当該特定工場の設置の場

通番５７：工場立地法の緑地面積に係る規制緩和（経済産業省）
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所が市の区域に属する場合にあつては当該特定工場の設置の場所を管轄する

市長（以下単に「市長」という。）に届け出なければならない。ただし、当該

特定工場の設置の場所が、第二条第四項に規定する地区のうち同項の規定に

よる調査の結果に基づき大気又は水質に係る公害の防止につき特に配慮する

必要があると認められる地区で経済産業大臣及び環境大臣が産業構造審議会

の意見を聴いて指定するもの（以下「指定地区」という。）に属しない場合に

は、第六号の事項については、この限りでない。 

一 氏名又は名称及び住所 

二 特定工場における製品(加工修理業に属するものにあつては、加工修理

の内容、電気供給業、ガス供給業又は熱供給業に属するものにあつては特

定工場の種類) 

三 特定工場の設置の場所 

四 特定工場の敷地面積及び建築面積 

五 特定工場における生産施設、緑地及び環境施設の面積並びに環境施設及

び第四条第一項第二号の主務省令で定める施設の配置（次のイ又はロに掲

げる場合にあつては、それぞれイ又はロに定める事項を含む。） 

イ 工業団地に特定工場の新設をする場合 当該工業団地の面積並びに緑

地、環境施設その他の主務省令で定める施設の面積及び環境施設の配置 

ロ 工業集合地に特定工場の新設をする場合であつて、第四条第一項第三号

ロに掲げる事項に係る同項第一号及び第二号に掲げる事項の特例の適用

を受けようとするとき 当該工業集合地に隣接する一団の土地に計画的に

整備される緑地又は環境施設（以下この号及び第八条第一項第二号におい

て「隣接緑地等」という。）の面積、当該環境施設の配置並びに隣接緑地

等の整備につき当該工業集合地に工場又は事業場を設置する者が負担す

る費用の総額（第八条第一項第二号において「負担総額」という。）及び

当該特定工場の新設をする者が負担する費用 

六 特定工場における大気又は水質に係る公害の原因となる主務省令で定め

る物質（以下「汚染物質」という。）の最大排出予定量並びにその予定量を

超えないこととするための当該汚染物質に係る燃料及び原材料の使用に関

する計画、公害防止施設の設置その他の措置 

七 特定工場の新設のための工事の開始の予定日 

 

２ 前項の規定による届出には、当該特定工場の配置図その他の主務省令で定

める書類を添附しなければならない。 
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根拠法令：工場立地法施行規則（抜粋） 

（軽微な変更） 

第九条 法第七条第一項の主務省令で定める軽微な変更は、次のとおりとする。

一 法第六条第一項第五号の事項に係る変更を伴わない当該特定工場の建築

面積の変更 

二 特定工場に係る生産施設の修繕によるその面積の変更であつて、当該修

繕に伴い増加する面積の合計が 30 平方メートル未満のもの 

三 特定工場に係る生産施設の撤去 

四 特定工場に係る緑地又は緑地以外の環境施設の増加 

五 特定工場に係る緑地又は緑地以外の環境施設の移設であつて、当該移設

によりそれぞれの面積の減少を伴わないもの（周辺の地域の生活環境の保

持に支障を及ぼすおそれがないものに限る。） 

六 特定工場に係る緑地の削減によるその面積の変更であつて、当該削減に

よつて減少する面積の合計が 10 平方メートル以下のもの（保安上その他や

むを得ない事由により速やかに行う必要がある場合に限る。） 
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